
者

１ 参加資格要件　【「〇」は参加資格有　　「×」は参加資格無】

別表１

審　査　項　目

東京都板橋区競争入札参加資格(東京電子自治体共同運営電子調達サービスにおける物品買入れ
等競争入札参加資格取得者)を有し、共同格付において、都市計画・交通計画調査業務格付けがAラ
ンクの企業であること。（基準日：参加申込書提出日現在）

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第1項（同令１６７条の１１第１項において
準用する場合を含む。）の規定に該当しないこと。

東京都板橋区競争入札参加有資格者指名停止要綱（平成１７年３月３１日区長決定）による指名停止
を受けていないこと。

参加者及びその役員等が暴力団員等との関係がないこと。

提出書類の記載事項に虚偽がないこと。

提案金額が契約上限額の範囲内であること。

経営不振の状態（会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項に基づき再生手続き開始の
申し立てを受けたとき、手形又は小切手は不渡りになったとき等）にない者であること。

第一次審査表【参加資格要件】

判定

東京都板橋区競争入札参加資格(東京電子自治体共同運営電子調達サービスにおける建設工事等
競争入札参加資格取得者)を有し、共同格付において、建築設計格付順位が１位から200位以内の
建築設計事務所であること。（基準日：参加申込書提出日現在）。

建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定に基づく、一級建築士事務所の登録を継続し５
年以上行っていること。
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者

資
格
要
件

専
任
性

資
格
要
件

専
任
性

専
門
技
術
力

手持ち業務量
手持ち業務と当該業務との重なり程度について
専任性が高い：５点、普通：３点、専任性が低い：１点

５点

別表1

第一次審査表【審査項目及び審査基準】

都市計画部門
従事期間

都市計画に関連する行政計画に係る業務従事期間について
従事期間が１３年以上：6点、従事期間が８年以上：4点
従事期間が３年以上：2点

6点

建築計画部門
従事期間

学校や公共施設の新築設計に係わる業務従事期間について
従事期間が１３年以上：6点、従事期間が８年以上：4点
従事期間が３年以上：2点

6点

２ 審査項目及び審査基準（評価点が同点の場合は項目の順位が高い得点が高い順とする）
　 参加者が６者以上の場合、下記項目について書類審査を実施し、第二次審査へ進む業者を決定する。
　 ただし、第二次審査への参加は、原則として上位５者までする。なお、項目の順位は①＞②＞③＞④＞⑤＞⑥とす
る。

管
理
技
術
者

技術者の資
格、その他分

野の内容

管理技術者の取得資格について
技術士（都市及び地方計画）を有する：５点
1級建築士を有する：３点
その他関連資格を有する：１点

５点

立体道路制度の活用及び公共交通機関を含む都市計画事業に
係わる実績がある：５点
公共交通機関を含む都市計画事業に係わる実績がある：３点

5点

５点
同種･類似事

業の実績
（建築計画）

業務実績について
学校を含む複合施設の設計実績がある：５点
学校および複合施設の設計実績がある：3点
学校の設計実績がある：1点

審査項目・審査基準　[１／２] 配点 得点

技
術
者
の
技
術
力
と
実
施
体
制

【
項
目
①

】

同種･類似事
業の実績

（都市計画）

業務実績について
都市計画に関連する行政計画の作成実績が３例以上ある：５点
都市計画に関連する行政計画の作成実績の実績がある：３点

5点

立体道路制度の活用及び公共交通機関を含む都市計画事業に
係わる実績がある：５点
公共交通機関を含む都市計画事業に係わる実績がある：３点

5点

都市計画部門
従事期間

都市計画に関連する行政計画に係る業務従事期間について
従事期間が１３年以上：５点、従事期間が８年以上：３点
従事期間が３年以上：１点

５点

建築計画部門
従事期間

学校や公共施設の新築設計に係わる業務従事期間について
従事期間が１３年以上：５点、従事期間が８年以上：３点
従事期間が３年以上：1点

5点

担
当
技
術
者

(

主
担
当
者

)

専
門
技
術
力

同種･類似事
業の実績

（都市計画）

業務実績について
都市計画に関連する行政計画の作成実績が３例以上ある：５点
都市計画に関連する行政計画の作成実績の実績がある：3点

5点

技術者の資
格、その他分

野の内容

管理技術者の取得資格について
技術士（都市及び地方計画）を有する：５点
1級建築士を有する：３点
その他関連資格を有する：１点

５点

同種･類似事
業の実績

（建築計画）

業務実績について
学校を含む複合施設の設計実績がある：５点
学校および複合施設の設計実績がある：3点
学校の設計実績がある：1点

５点

手持ち業務量
手持ち業務と当該業務との重なり程度について
専任性が高い：５点、普通：３点、専任性が低い：１点

５点

審査項目・審査基準　[１／２]　小計（72点満点）
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者

セキュリティ
対策、各種認
定の取得状

況
【項目④】

・ISO 9001など、品質に関する認証の取得
・ISO14001など、環境に関する認証の取得
・JIS15001など、個人情報保護に関する認証の取得
・ISO27001など、情報セキュリティに関する認証の取得
取得数4：５点、取得数3：４点、取得数2：３点
取得数1：２点、取得数0：０点

５点

企業実績
【項目②】

過去１０年間（平成29年5月から令和8年5月）において、まちづくり計画の策
定から都市計画事業まで一貫携わった事業実績があるか。
８件以上：５点、６～７件：４点、４～５件：３点、２～３件：２点
１件：１点、０件：０点

５点

財務状況
【項目③】

自己資本比率（自己資本÷総資本×100）
50％以上：５点、40％以上：４点、30％以上：３点、20％以上：２点
10％以上：１点、10％未満：０点

５点

提案金額
【項目⑥】

以下基準を参考に採点する。
契約上限額×80～95％：10点
契約上限額×96～100％：8点
契約上限額×75～79％：6点
契約上限額×65～74％：4点
契約上限額×65％未満：2点

10点

（事務局による事前採点）評価点（100点満点）

審査項目・審査基準　[2／２]　小計（28点満点）

地域要件
【項目⑤】

区内に営業拠点である本社または本店がある：3点
区内に営業拠点である支店または営業所がある：2点
区内に営業拠点がない：１点

３点

配点 得点

別表１

第一次審査表【審査項目及び審査基準】

審査項目・審査基準　[１／２]
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